








































































































































































































サービス 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11 2011-12 2011-12 2011-12
居住サービス 37,704 39,169 39,854 42,579 41,421 9.9 -2.7
地域支援 104,165 120,629 127,909 140,156 136,236 30.8 -2.8
地域参加 54,416 58,274 58,632 60,509 63,247 16．2 4.5
レスパイト 31,604 34,331 35,978 36,266 37,015 17．1 2.1
州・地域の合計 170,728 186,961 193,218 204,266 203,371 19．1 -0.4
雇用就労 89,935 109,033 118,801 128,321 132,949 47.8 3.6



































































































































































































































































































































計画 7,160 3,040 1,420 3,280 1,350 16,240
実施 7,724 13,520 4,574 5,991 1,293 33,102
オーストラリアNSW州の障害者福祉の動向一ダイレクト・ペイメント制度化に向けて－
にされてこなかったという課題があり、新たなシ
ステムへの移行に際しては、連邦政府のNDISと
矛盾のないようにしつつ、アクセスやアセスメン
トの進展を通して､より明白､公正で一貫したルー
ルを決める必要があるとする。
アセスメントは、受ける支援を明らかにするた
めに行うが、現状では障害や問題に焦点が当てら
れていることに対して、ニーズや要求に基づいた
アセスメントが当事者から望まれており、一貫し
て筋の通った枠組みとアセスメントツールの開発
が必要とされ、アセスメントの結果に不満がある
場合は、それを伝えることも必要だとしている。
③個別計画
パーソンセンタードプランには、個人の計画と
目標が記され､その作成にあたっては､プランナー
と呼ばれる人が支援を行う。プランナーは、可能
なサービス、支援を理解し、有益な助言や他の選
択肢を示すことができ、障害を持つ人のニーズに
適した計画を作り、望む生活を送ることを手助け
できる人とされている。プランナーを誰にするか
は、本人や家族が決めることだが、サービス提供
者をプランナーにすることに対しては、慎重な意
見もある｡いずれにせよプランナーや個別計画が、
パーソンセンタードアプローチにおいて、非常に
重要だと認識されており、個別計画に関する個人
の費用負担は無いとしている。
（2）予算と支援の調整
予算と支援の調整には、①個別化された予算や
②スタッフの雇用などが含まれている。
①個別化された予算
個別化された予算は､障害を持つ人と結びつく、
移動可能な予算のモデルである。直接個人に支払
われることも、個人のために帯理する他の人に支
払われることも可能である。個人は、その予算で
自分に合ったサービスや支援を購入することがで
きるし、サービス提供者を変えることもできる。
自分で金銭管理をすることも、サービス提供者な
ど他の人に管理を頼むこともできる。
予算を受け取るには、適性の確認、アセス
メント、計画の過程を経る必要があり、その
過程を経て割り当てられた予算は、個人経費
(individualisedbudget)として、個人が管理す
ることも可能である。
予算は、障害に関する支援やサービスの購入や
個別計画で確認された結果の達成のために用いら
れることが大原則であり、本人、介助者、本人の
収入として使うこと、効果のない有害な支援、他
の行政サービス機関が提供する支援やサービス、
違法な活動には利用できない。
管理方法については、個人経費のための新たな
口座の開設や、記録をつけることが話し合われ、
管理のための支援が必要なことや、困難になった
ら中止できることが確認された。
②スタッフの雇用
個人経費を用いてスタッフを雇用するには、職
場の健康と安全、保険、退職金、税金、スタッフ
教育等、多くのことを決める必要があり、家族や
障害者本人が行うには難しいと考え、行政による
ガイドラインの提示と支援が必要とされた。ま
た、サービス提供者からは、障害を持つ人が質の
低いサービスを受ける危‘|具が示された。その一方
で、家族や友人を雇用することについては賛否両
論で、信用できる、良く分かっている人に支払い
たいという考えもあれば、家族や友人が予算を使
い込むことを懸念する意見もあった。行政は、安
全を確保するルールの必要性と、試行的な取り組
みを通した確認が必要だとした。
また、予算の適正な使用についても、説明責任
の必要性や、予算や支援の調整に実際に役に立つ
支援が必要であること等が話し合われた。
（3）現在の取り組み
このあらたな制度の理解を広げて、実施に向け
た取り組みが行われている。
①リビングライフマイウェイ大使・代表者プログ
ラム
2012年4月に計画が始まり、2013年3月に各地
域からパーソンセンタードアプローチに関心のあ
る人や、すでにサービスの自己管理の経験を持つ
人など、様々な背景を持つ障害者やその関係者19
人が選ばれ、自らの体験の共有などを通した広報
活動が行われている。
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②マイチョイスマダース(MyChoiceMatters)
2014年7月からの制度の本格実施に向け
て、NSW知的障害者協議会(NSWCounCilfOr
IntellectualDisability)が、運営委員の指導のも
とCDFを運営しており、マイチョイスマタース
という名称で、広報活動等を行っている。
まとめ
現在オーストラリア国内で進行中の障害者制度
改革について、国の取り組み、州の取り組みを確
認してきたわけだが、次の4点に着目したい。1
点目は、オーストラリア連邦政府が、障害者に対
する新たな全国的な取り組みをスタートさせた背
景には、国連の障害者の権利条約の批准と遵守が
あることである。そのことは、NDIS法の中に確
認することができた。日本でも権利条約批准後の
具体的な支援制度を考える上でも、オーストラリ
アの改革は参考になると思われる。
2点目は、本人の希望や目標に基づく個別支援
計画の作成と、それに基づく個別化された予算の
仕組みが作られていることや、その予算を直接本
人が受け取ることができる仕組みが組み込まれて
いた点である。このような方向性は、近年の障害
者施策の世界的な動向と矛盾していない。このダ
イレクト・ベイメントの仕組みは、北欧やイギリ
ス、カナダ、アメリカ等で先進的に進められてい
るが、日本で言うところの身体、知的、精神障害
の隔てなく、同時に制度に組み込んでいる点では、
イギリスで同様の改革をもたらしたコミュニティ
ケア改革において、知的障害者への取り組みが遅
れたことに比べると、評価できるのではないだろ
うか。しかし、サービスの確実性や安全性、サー
ビスの自己管理の負担感などの課題があること
が、すでに取り組まれている国や地域から報告さ
れているだけに、オーストラリアでも具体的な実
施方法の検討が必要であろう。
3点目は、連邦政府と州の関係である。本文中
ではあまり触れられなかったが、NSW州は連邦
政府と協力する姿勢を取りつつ、NDISの具体化
をリードする勢いを報告書の中から伺うことがで
きた。日本の国と地方の関係と比較することはで
きないものの、州の独白性や国を動かす実践に見
習うことは多いのではないだろうか｡
4点目は、オーストラリアという移民、他民族
国家における取り組みであるという点である。リ
ビングライフマイウェイ会議には、多様な文化と
言語の背景を持つ人たちや先住民族が参加し、資
料は多国籍の言語に翻訳され、制度実施において
も多様な文化、言語に対応する配慮を行うことが
話し合われた。参加やアクセスの平等への取り組
みや、多様な背景を持つ人同士のコミュニケー
ションの具体例として、学ぶべき点は多いと思わ
れる。
制度改革を予算との関係で検討することや、個
別化された予算の具体的実施方法に関しては、今
後の課題としたい◎
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Ⅲ「本人中心の取り組み」と訳せるかもしれないが、パー
ソンセンタードアプローチとして知られているので、カ
タカナ表記とする。
x1「私の生き方」と訳せるかもしれないが、適当な訳がな
いと思われるため、カタカナ表記とする。
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